
実施基準 各社比較     添付２ 火災，内部溢水，火山影響等，その他自然災害及び有毒ガス対応等に係る実施基準  東京電力HD 

 

 

 

四国電力（株）伊方発電所  

（令和２年３月） 

関西電力（株）大飯発電所 

（令和元年９月） 

関西電力（株）高浜発電所 

（令和２年３月） 

東京電力ＨＤ 柏崎刈羽原子力発電所 

（案） 

備考 

a. 有毒ガス防護の確認に関する手順 

(a) 放射線・化学管理課長は，発電所敷地内外において貯

蔵施設に保管されている有毒ガスを発生させるおそれ

のある有毒化学物質（以下「固定源」という。）に対し，

次の(b)項および(c)項により，運転員等の吸気中の有毒

ガス濃度について有毒ガス防護のための判断基準値を

下回るようにする。 

 

 

 

 

(b) 放射線・化学管理課長は，発電所敷地内ならびに中央

制御室等から半径 10km 近傍に新たな有毒化学物質お

よび有毒化学物質の性状，貯蔵状況等の変更を確認し，

固定源または可動源の見直しがある場合は，有毒ガスが

発生した場合の影響評価を実施し，評価結果に基づき必

要な有毒ガス防護を実施する。 

(c) 各課長は，有毒ガス防護に係る影響評価において，有

毒ガスの影響を軽減するための防液堤，中和槽等につい

て，適切に運用管理を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b. 有毒ガス発生時の防護に関する手順 

(a) 各課長は，可動源に対し，立会人等の同行，通信連

絡設備による連絡，中央制御室換気空調設備および緊

急時対策所（EL.32m）換気設備の隔離，防護具の着用な

らびに終息活動等の対策を実施する。 

 

(b) 各課長は，予期せぬ有毒ガス発生時に，防護具の着

用および使用する防護具用ボンべの供給の対策を実施

する。 

 

 

 

 

 

 

 

7.5 有毒ガス発生時における運転員等の防護のための活動

の実施 

各課長は，7.1 項から 7.4 項で定めた計画に基づき，有

毒ガス発生時における運転員等の防護のための活動を実

施する。 

 

7.6 定期的な評価 

(1) 各課長は，7.5 項の活動の実施結果を取りまとめ，１

年に１回以上定期的に評価を行うとともに，評価結果に

 a. 有毒ガス防護の確認に関する手順 

(a) 各課（室）長は、発電所敷地内外において貯蔵施設に

保管されている有毒ガスを発生させるおそれのある有毒

化学物質（以下、「固定源」という。）に対して、(b)項、

(c)項および c. 項の実施により、運転員等の吸気中の有

毒ガス濃度を有毒ガス防護のための判断基準値を下回る

ようにする。 

 

 

 

 

(b) 各課（室）長は、発電所敷地内および中央制御室等か

ら半径１０ｋｍ近傍に新たな有毒化学物質および有毒化

学物質の性状、貯蔵状況等の変更を確認し、固定源の見

直しがある場合は、有毒ガスが発生した場合の吸気中の

有毒ガス濃度評価を実施し、評価結果に基づき必要な有

毒ガス防護を実施する。可動源の見直しがある場合は、

必要な有毒ガス防護を実施する。 

 

 

 

 

 

 

(c) 各課（室）長は、有毒ガス防護に係る影響評価におい

て、有毒ガス影響を軽減することを期待する堰および覆

い（以下、「防液堤等」という。）について、適切に運用管

理を実施する。 

  

 

 

b. 有毒ガス発生時の防護に関する手順 

  (a) 各課（室）長は、可動源に対して、立会人の随行、通

信連絡手段による連絡、中央制御室空調装置および緊急

時対策所換気設備の隔離、防護具の着用ならびに終息活

動等の対策を実施する。 

 

  (b) 各課（室）長は、予期せぬ有毒ガスの発生に対して、

防護具の着用および防護具のバックアップ体制整備の対

策を実施する。 

 c. 保守管理、点検 

各課（室）長は、有毒ガス防護に係る影響評価におい

て、有毒ガス影響を軽減することを期待する防液堤等

は、有毒ガス影響を軽減する機能を維持するため、保守

管理計画に基づき適切に保守管理、点検を実施するとと

もに、必要に応じ補修を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

７．５ 定期的な評価 

(1) 各課（室）長は、７．１項から７．４項の活動の実施

結果について、１年に１回以上定期的に評価を行うとと

もに、評価結果に基づき、より適切な活動となるように

a. 有毒ガス防護の確認に関する手順 

(a) 各課（室）長は、発電所敷地内外において貯蔵施設

に保管されている有毒ガスを発生させるおそれのある

有毒化学物質（以下、「固定源」という。）に対して、

(b)項、(c)項および c. 項の実施により、運転員等の吸

気中の有毒ガス濃度を有毒ガス防護のための判断基準

値を下回るようにする。 

 

 

 

 

(b) 各課（室）長は、発電所敷地内および中央制御室等か

ら半径１０ｋｍ近傍に新たな有毒化学物質および有毒

化学物質の性状、貯蔵状況等の変更を確認し、固定源の

見直しがある場合は、有毒ガスが発生した場合の吸気中

の有毒ガス濃度評価を実施し、評価結果に基づき必要な

有毒ガス防護を実施する。可動源の見直しがある場合

は、必要な有毒ガス防護を実施する。 

 

 

 

 

 

 

(c) 各課（室）長は、有毒ガス防護に係る影響評価におい

て、有毒ガス影響を軽減することを期待する堰および覆

い（以下、「防液堤等」という。）について、適切に運用

管理を実施する。 

 

 

 

b. 有毒ガス発生時の防護に関する手順 

  (a) 各課（室）長は、可動源に対して、立会人の随行、

通信連絡手段による連絡、中央制御室空調装置および緊

急時対策所換気設備の隔離、防護具の着用ならびに終息

活動等の対策を実施する。 

 

  (b) 各課（室）長は、予期せぬ有毒ガスの発生に対して、

防護具の着用および防護具のバックアップ体制整備の

対策を実施する。 

 c. 保守管理、点検 

各課（室）長は、有毒ガス防護に係る影響評価におい

て、有毒ガス影響を軽減することを期待する防液堤等

は、有毒ガス影響を軽減する機能を維持するため、保守

管理計画に基づき適切に保守管理、点検を実施するとと

もに、必要に応じ補修を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

７．５ 定期的な評価 

(1) 各課（室）長は、７．１項から７．４項の活動の実施

結果について、１年に１回以上定期的に評価を行うとと

もに、評価結果に基づき、より適切な活動となるように

ア．有毒ガス防護の確認に関する手順 

(ア) 各ＧＭは，発電所敷地内外において貯蔵施設に保管さ

れている有毒ガスを発生させるおそれのある有毒化学物

質（以下，「固定源」という。）及び発電所敷地内において

輸送手段の輸送容器に保管されている有毒ガスを発生さ

せるおそれのある有毒化学物質（以下，「可動源」という。）

に対して，（イ）項及び（ウ）項の実施により，運転・対処

要員の吸気中の有毒ガス濃度を有毒ガス防護のための判

断基準値を下回るようにする。 

 

 

（イ）化学管理ＧＭは，発電所敷地内における新たな有毒 

  化学物質の有無を確認し，技術計画ＧＭは中央制御室等

から半径１０ｋｍ近傍における新たな有毒化学物質の

有無を確認する。化学管理ＧＭは，発電所敷地内におけ

る新たな固定源又は可動源を評価対象として特定した

場合，技術計画ＧＭに連絡する。技術計画ＧＭは，有毒

ガスが発生した場合の吸気中の有毒ガス濃度評価を実

施し，評価結果に基づき必要な有毒ガス防護を実施す

る。 

（ウ）各ＧＭは可動源の輸送ルートについて，運転員及び 

  緊急時対策所内で指示を行う要員の吸気中の有毒ガス 

濃度の評価結果が有毒ガス防護のための判断基準値を 

下回るよう運用管理を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

イ. 有毒ガス発生時の防護に関する手順 

 

 

 

 

 

（ア）各ＧＭは，予期せぬ有毒ガスの発生に対して，防護具

の着用及び防護具のバックアップ体制整備の対策を実施

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．５ 定期的な評価 

（１）各ＧＭは，７．１項から７．４項の活動の実施結果につ 

いて，１年に１回以上定期的に評価を行うとともに，評価結 

果に基づき，より適切な活動となるように必要に応じて，計 

 

 

 

③その他（条文構成

の相違） 

コメント No.66 

 

 

 

 

 

③その他（業務所掌

の相違） 

 

コメント No.60 

②TS-88 

参考 TS-10 P639，

P822 

 

 

②TS-88 

参考 TS-10 P639，

P822 

 

③その他（設置許可

に記載なし） 

 

 

 

 

 

③その他（設置許可

では，輸送容器への

随行・立合や終息活

動は不要としている

ため、記載なし） 

 

 

 

 

②TS-47（設置許可に

記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料③17条の5，添付2，添付3（有毒ガス抜粋）　各社比較表

3

コメントNo.60,61,62,66回答資料⑮(改訂1) 



実施基準 各社比較     添付３ 重大事故等及び大規模損壊対応係る実施基準 東京電力ＨＤ 

 

 

四国電力（株）伊方発電所  

（令和２年３月） 

関西電力（株）大飯発電所 

（令和元年 9月） 

 

関西電力（株）高浜発電所 

（令和２年３月） 

東京電力ＨＤ 柏崎刈羽原子力発電所 

（案） 

備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等及び大規模損壊対応に係る実施基準 

 

 本「実施基準」は、重大事故に至るおそれがある事故若し

くは重大事故が発生した場合又は大規模な自然災害若しく

は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる

原子炉施設の大規模な損壊が発生した場合に対処しうる体

制を維持管理していくための実施内容について定める。 

また、重大事故等の発生及び拡大の防止に必要な措置の運

用手順等については、表－１から表－19 に定める。なお、多

様性拡張設備を使用した運用手順及び運用手順の詳細な内

容等については、規定文書に定める。 

 

１ 重大事故等対策 

1.1 重大事故等対策のための計画の策定 

 

(中略) 

 

（7)手順書の整備 

 

(中略) 

 

k. 放射線・化学管理課長は，有毒ガス発生時に，事故対策に必

要な各種の指示，操作を行うことができるよう，運転員およ

び発電所災害対策本部要員の吸気中の有毒ガス濃度を有毒

ガス防護のための判断基準値以下とするための手順と体制

を定める。 

 

(a) 固定源に対し，「添付２ 7.4（１） a. 有毒ガス防護の確

認に関する手順」の(b)項および(c)項により，運転員および

発電所災害対策本部要員の吸気中の有毒ガス濃度について

有毒ガス防護のための判断基準値を下回るようにする。 

 

 

 

 

(b) 可動源に対し，立会人等の同行，通信連絡設備による連絡，

中央制御室換気空調設備および緊急時対策所（EL.32m）換気

設備の隔離，防護具の着用ならびに終息活動等により，運転

員および発電所災害対策本部要員のうち重大事故等に対処

するために必要な指示を行う要員が事故対策に必要な各種

の指示，操作を行うことができるようにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等および大規模損壊対応に係る実施基準 

 

本「実施基準」は，重大事故に至るおそれがある事故もしく

は重大事故が発生した場合または大規模な自然災害もしくは

故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる原子

炉施設の大規模な損壊が発生した場合に対処しうる体制を維

持管理していくための実施内容について定める。  

また，重大事故等の発生および拡大の防止に必要な措置の運

用手順等については，表－１から表－１９に定める。なお，多

様性拡張設備を使用した運用手順および運用手順の詳細な内

容等については，社内標準に定める。 

 

１ 重大事故等対策 

 

（中略） 

 

 

1.3 手順書の整備 

 

（中略） 

 

ケ 安全・防災室長および発電室長は、有毒ガス発生時に、事

故対策に必要な各種の指示・操作を行うことができるよう、

運転員（当直員）、緊急時対策本部要員および緊急安全対策

要員の呼気中の有毒ガス濃度を有毒ガス防護のための判断

基準値以下とするための手順および体制を社内標準に定め

る。 

(ア)安全・防災室長は、発電所敷地内外の固定源に対して、

有毒化学物質の確認、防液堤等の運用管理および防液堤

等の保守管理の実施により、運転員（当直員）、緊急時対

策本部要員および緊急安全対策要員の呼気中の有毒ガス

濃度を有毒ガス防護のための判断基準値を下回るように

する手順および体制を社内標準に定める。 

 

 

(イ) 安全・防災室長および発電室長は、可動源に対して、

運転員（当直員）および緊急時対策本部要員が事故対策に

必要な各種の指示・操作を行うことができるよう立会人

の随行、通信連絡手段による連絡、中央制御室空調装置お

よび緊急時対策所換気設備の隔離、防護具の着用ならび

に終息活動等の手段を社内標準に定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等および大規模損壊対応に係る実施基準 

 

本「実施基準」は、重大事故に至るおそれがある事故もしく

は重大事故が発生した場合または大規模な自然災害もしくは

故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる原子

炉施設の大規模な損壊が発生した場合に対処しうる体制を維

持管理していくための実施内容について定める。  

また、重大事故等の発生および拡大の防止に必要な措置の運

用手順等については、表－１から表－１９に定める。なお、多

様性拡張設備を使用した運用手順および運用手順の詳細な内

容等については、社内標準に定める。 

 

１ 重大事故等対策 

 

（中略） 

 

 

1.3 手順書の整備 

 

（中略） 

 

ケ 安全・防災室長および発電室長は、有毒ガス発生時に、事

故対策に必要な各種の指示・操作を行うことができるよう、

運転員（当直員）、緊急時対策本部要員および緊急安全対策

要員の呼気中の有毒ガス濃度を有毒ガス防護のための判断

基準値以下とするための手順および体制を社内標準に定め

る。 

(ア)安全・防災室長は、発電所敷地内外の固定源に対して、

有毒化学物質の確認、防液堤等の運用管理および防液堤

等の保守管理の実施により、運転員（当直員）、緊急時対

策本部要員および緊急安全対策要員の呼気中の有毒ガス

濃度を有毒ガス防護のための判断基準値を下回るように

する手順および体制を社内標準に定める。 

 

 

(イ) 安全・防災室長および発電室長は、可動源に対して、

運転員（当直員）および緊急時対策本部要員が事故対策に

必要な各種の指示・操作を行うことができるよう立会人

の随行、通信連絡手段による連絡、中央制御室空調装置お

よび緊急時対策所換気設備の隔離、防護具の着用ならび

に終息活動等の手段を社内標準に定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等及び大規模損壊対応に係る実施基準 

 

 本「実施基準」は，重大事故に至るおそれがある事故若しく

は重大事故が発生した場合又は大規模な自然災害若しくは故

意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる原子炉

施設の大規模な損壊が発生した場合に対処しうる体制を維持

管理していくための実施内容について定める。 

 また，重大事故等の発生及び拡大の防止に必要な措置の運用

手順等については，表１から表１９に定める。なお，自主対策

設備を使用した運用手順及び運用手順の詳細な内容等につい

ては，マニュアルに定める。 

 

１．重大事故等対策 

 

（中略） 

 

 

１．３ 手順書の整備 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

ク．技術計画ＧＭは，発電所敷地内外の固定源に対して，有

毒化学物質の確認の実施により，運転・対処要員の吸気中

の有毒ガス濃度を有毒ガス防護のための判断基準値を下

回るようにする手順と体制を定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧その他（設置許可

では，防液堤等の運

用管理及び保守管

理は不要としてい

るため、記載なし） 
⑧その他（定義の相

違） 
 
コメント No.61 

①P894 
（中央制御室及び

緊急時対策所に対

する可動源の評価

が防護判断基準値

を下回るよう運用

管理をすることと

している） 

 
 
 
 

下記の通り他社との差異についてカテゴリ分けする。 

①TS-10 との紐づけ  ②防災体制の相違（TS-58） 

 ③教育訓練（TS-23） ④アクセスルート（TS-59） 

 ⑤SA 手順（TS-41，TS-59）  ⑥有毒ガス（17 条の 5） 

 ⑦SA 要員欠員時のプラント停止判断（TS-43） ⑧その他（その場で説明） 
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実施基準 各社比較     添付３ 重大事故等及び大規模損壊対応係る実施基準 東京電力ＨＤ 

 

 

四国電力（株）伊方発電所  

（令和２年３月） 

関西電力（株）大飯発電所 

（令和元年 9月） 

 

関西電力（株）高浜発電所 

（令和２年３月） 

東京電力ＨＤ 柏崎刈羽原子力発電所 

（案） 

備考 

ｌ. 放射線・化学管理課長は，予期せぬ有毒ガス発生時に，運

転員および発電所災害対策本部要員のうち初動対応を行う

要員に対して配備した防護具を着用することならびに使用

する防護具用ボンべを供給することにより，事故対策に必要

な各種の指示，操作を行うことができるよう手順と体制を定

める。 

 

 

m. 放射線・化学管理課長は，有毒ガス発生による異常を検知し

た場合に，当直長に連絡し，運転員が通信連絡設備により，

有毒ガス発生を必要な要員に周知するための手順を定める。 

 

n. 放射線・化学管理課長は，発電所災害対策本部要員のうち常

設設備と接続する屋外に設けられた可搬型重大事故等対処

設備（原子炉建屋の外から水または電力を供給するものに限

る。）の接続を行う地点で操作を行う要員の有毒ガス防護の

ため，有毒ガス発生時に「添付３ 1.1(4)アクセスルートの確

保」の a.(e)項で配備する薬品保護具を着用する手順を定め

る。 

 

 

（以下略） 

(ウ) 安全・防災室長および発電室長は、予期せぬ有毒ガス

の発生においても、運転員（当直員）および緊急時対策本

部要員のうち初期対応を行う要員に対して配備した防護

具を着用することならびに防護具のバックアップ体制を

整備することにより、事故対策に必要な各種の指示・操作

を行うことができるよう手順および体制を社内標準に定

める。 

 

(エ) 安全・防災室長は、有毒ガスの発生による異常を検知

した場合は、運転員（当直員）に連絡し、運転員（当直員）

が通信連絡設備により、発電所内の必要な要員に有毒ガ

スの発生を周知する手順を社内標準に定める。 

(オ) 安全・防災室長は、常設設備と接続する屋外に設けら

れた可搬型重大事故等対処設備（原子炉建屋の外から水

または電力を供給するものに限る。）の接続を行う地点に

おける緊急安全対策要員の有毒ガス防護のため、１．２

（１）項で配備する薬品防護具を着用する手順を社内標

準に定める。 

 

 

 

（以下略） 

(ウ) 安全・防災室長および発電室長は、予期せぬ有毒ガス

の発生においても、運転員（当直員）および緊急時対策本

部要員のうち初期対応を行う要員に対して配備した防護

具を着用することならびに防護具のバックアップ体制を

整備することにより、事故対策に必要な各種の指示・操作

を行うことができるよう手順および体制を社内標準に定

める。 

 

(エ) 安全・防災室長は、有毒ガスの発生による異常を検知

した場合は、運転員（当直員）に連絡し、運転員（当直員）

が通信連絡設備により、発電所内の必要な要員に有毒ガ

スの発生を周知する手順を社内標準に定める。 

(オ) 安全・防災室長は、常設設備と接続する屋外に設けら

れた可搬型重大事故等対処設備（原子炉建屋の外から水

または電力を供給するものに限る。）の接続を行う地点に

おける緊急安全対策要員の有毒ガス防護のため、１．２

（１）項で配備する薬品防護具を着用する手順を社内標

準に定める。 

 

 

 

（以下略） 

ケ. 技術計画ＧＭは，予期せぬ有毒ガスの発生においても，

運転・対処要員に対して配備した防護具を着用すること

及び防護具のバックアップ体制を整備することにより，

事故対策に必要な各種の指示，操作を行うことができる

よう手順と体制を定める。 

 

 

 

コ．技術計画ＧＭは，有毒ガスの発生による異常を検知した

場合に，当直長等に連絡し，当直長等は連絡責任者を経由

して通信連絡設備により，有毒ガスの発生を必要な要員

に周知するための手順を定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（以下略） 

 

⑧その他（定義の相

違） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

コメント No.62 

①P894 
（重要操作地点で

操作する対処要員

に対する対応手順

としては，特段の防

護対策は不要であ

り，緊急時対策所に

対する固定源及び

可動源の評価が防

護判断基準値を下

回るよう運用管理

をすることとして

いる） 
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